
事 業 概 況 （令和 3年 10月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和 3 年度労災保険業務機械処理の令和 3 年 10 月末現在における保険給付支払総額は 4,501 億円で、前年同期に比べ

て0.7％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が2,220億円で49.3％と最も大きく、次いで療養補償給

付が1,441億円で32.0％を占めている。以下、休業補償給付が12.6％、障害補償一時金が3.8％、介護補償給付が1.0％、

遺族補償一時金が0.8％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が44.2％増、療養補償給付が2.2％増、

となっているのに対し、遺族補償一時金が9.2％減、葬祭料が6.2％減、休業補償給付が2.1％減、年金等給付が2.0％減、

介護補償給付が1.6％減、障害補償一時金が1.5％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 1,423 億円で 31.6％、「建設事業」が 1,268 億円で

28.2％、「製造業」が1,055億円で23.4％となっている。以下、「運輸業」が11.1％、「鉱業」が3.1％、「林業」が1.6％、

「船舶所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 3.3％増、「その他の

事業」が3.0％増、「漁業」が1.6％増、「運輸業」が0.1％増となっているのに対し、「鉱業」が8.6％減、「林業」が3.6％

減、「建設事業」が2.7％減、「製造業」が2.3％減、「船舶所有者の事業」が1.9％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 453,364,588 100.0 3.2 △    450,145,504 100.0 0.7 △    

療 養 補 償 給 付 141,040,120 31.1 1.1 △    144,096,588 32.0 2.2

休 業 補 償 給 付 57,989,970 12.8 2.1 56,751,233 12.6 2.1 △    

障 害 補 償 一 時 金 17,345,349 3.8 1.5 △    17,077,492 3.8 1.5 △    

遺 族 補 償 一 時 金 3,968,403 0.9 2.6 3,602,466 0.8 9.2 △    

葬 祭 料 1,115,915 0.2 5.5 1,046,714 0.2 6.2 △    

介 護 補 償 給 付 4,717,217 1.0 6.7 4,643,402 1.0 1.6 △    

年 金 等 給 付 226,553,855 50.0 6.1 △    222,013,906 49.3 2.0 △    

二 次健 康診 断等 給付 633,759 0.1 16.5 △   913,702 0.2 44.2

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和2年度　2年10月末 令和3年度　3年10月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が1,227億円で55.3％と最も大きく、次いで障害補

償年金が846億円で38.1％、傷病補償年金が147億円で6.6％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 729 億円で 32.8％、「製造業」が 629 億円で 28.3％、

「その他の事業」が459億円で20.7％となっている。以下、「運輸業」が11.1％、「鉱業」が4.5％、「林業」が1.7％、「漁

業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 453,364,588 100.0 3.2 △    450,145,504 100.0 0.7 △    

林 業 7,530,604 1.7 5.7 △    7,260,617 1.6 3.6 △    

漁 業 1,317,504 0.3 10.1 △   1,338,199 0.3 1.6

鉱 業 15,208,586 3.4 10.8 △   13,902,830 3.1 8.6 △    

建 設 事 業 130,285,067 28.7 4.0 △    126,804,486 28.2 2.7 △    

製 造 業 107,911,465 23.8 6.3 △    105,476,874 23.4 2.3 △    

運 輸 業 50,045,066 11.0 1.9 △    50,097,090 11.1 0.1

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
999,319 0.2 11.3 △   1,032,142 0.2 3.3

そ の 他 の 事 業 138,119,381 30.5 0.9 142,322,444 31.6 3.0

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,947,596 0.4 2.5 1,910,821 0.4 1.9 △    

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和2年度　2年10月末 令和3年度　3年10月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

令和3年度　3年10月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 84,619,052 122,703,434 14,691,421 222,013,906 100.0

林 業 1,113,475 2,604,119 152,575 3,870,169 1.7

漁 業 209,775 684,874 11,087 905,736 0.4

鉱 業 932,041 7,458,105 1,503,070 9,893,216 4.5

建 設 事 業 22,955,737 44,574,317 5,363,412 72,893,467 32.8

製 造 業 30,794,756 29,383,153 2,692,705 62,870,614 28.3

運 輸 業 9,261,066 13,900,315 1,379,741 24,541,121 11.1

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
153,144 427,218 35,265 615,628 0.3

そ の 他 の 事 業 19,035,114 23,306,078 3,527,229 45,868,421 20.7

船 舶 所 有 者 の 事 業 163,942 365,255 26,337 555,534 0.3

構 成 比 38.1% 55.3% 6.6% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



 

保 険 料 

 

  令和 3 年度労災保険業務機械処理の令和 3 年 10 月末現在における保険料徴収決定済額は 8,393 億円で、前年同期に比

べて2.4％減となっている。保険料収納済額は3,857億円で、前年同期に比べて2.6％減となっている。また、収納率につ

いてみると46.0％となっており、前年同期に比べて0.1ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,183億円で49.8％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,688 億円で 20.1％、「製造業」が 1,517 億円で 18.1％を占めている。以下、「運輸業」が 9.0％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.7％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度

　業　種 2年10月末 3年10月末 2年10月末 3年10月末 2年10月末 3年10月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 859,540,225 839,288,102 100.0 2.4 △   396,222,909 385,724,168 100.0 2.6 △   46.1 46.0

林 業 5,424,770 5,543,241 0.7 2.2 2,722,256 2,783,953 0.7 2.3 50.2 50.2

漁 業 1,850,300 1,799,211 0.2 2.8 △   827,372 795,648 0.2 3.8 △   44.7 44.2

鉱 業 2,608,577 2,521,146 0.3 3.4 △   1,064,489 1,073,055 0.3 0.8 40.8 42.6

建 設 事 業 171,379,750 168,830,925 20.1 1.5 △   87,137,019 84,603,446 21.9 2.9 △   50.8 50.1

製 造 業 160,716,467 151,702,922 18.1 5.6 △   66,429,381 61,149,139 15.9 7.9 △   41.3 40.3

運 輸 業 77,077,971 75,149,211 9.0 2.5 △   29,936,146 28,996,830 7.5 3.1 △   38.8 38.6

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,240,111 2,201,528 0.3 1.7 △   884,031 872,203 0.2 1.3 △   39.5 39.6

そ の 他 の 事 業 425,154,490 418,279,922 49.8 1.6 △   201,606,771 199,742,729 51.8 0.9 △   47.4 47.8

船舶所有者の 事業 13,087,790 13,259,996 1.6 1.3 5,615,444 5,707,165 1.5 1.6 42.9 43.0

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比

対前年

同　期

増減率

構成比

対前年

同　期

増減率


